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2015年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査2015年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査

　ジェトロでは2015年11月～2016年１月にかけ
て、ジェトロのサービス利用者（＝海外ビジネ
スに関心の高い日本企業（注１））を対象に実施
した海外事業展開に関するアンケート調査を実
施し、約3,000社から回答を得ました（有効回
答数3,005社、うち中小企業は2,367社、有効回
答率30.4％）。本レポートでは、この調査結果
の概要について報告します。

1．輸出拡大意欲が過去5年で最大に
　まず、今後（３年程度）の輸出方針について
見ると、「輸出の拡大をさらに図る」（現在輸
出をしている）企業が前年の66.2％から74.2％
と過去5年間で最も高い比率に上昇、「新たに
取り組みたい」（現在輸出は行っていない）
（10.7％）企業と合わせると84.9％の企業が輸
出拡大に積極的な姿勢を示した。
　企業規模別では、大企業で81.8％の企業が輸
出の拡大を図ると回答、中小企業でも72.5％に
達した。業種別では、医療品・化粧品の88.9％
を筆頭に情報通信機械器具／電子部品・デバイ
ス（86.0％）、化学（85.6％）などで輸出拡大意
欲が高い結果となった。
　「輸出の拡大をさらに図る」、「新たに取り
組みたい」と回答した企業に、輸出ビジネスを
拡大する理由を尋ねたところ、「海外需要の増
加」（73.8％）が引き続き最大であった。続い
て「国内需要の減少」（55.8％）、「円安による
価格競争力の向上」（20.1％）となった。「自
由貿易協定（FTA）/経済連携協定（EPA）に
よる関税の撤廃・削減」をその理由に挙げた企
業の割合も前年の9.7％から15.5％へと増加した。

＜対中国輸出伸び悩みの主因は内需減、
消費財分野は堅調との回答も＞

　2015年に入り日本の中国向け輸出は伸び悩み
が見られたが、実際に中国に輸出をしている企
業に対して、中国向けの輸出が伸び悩む理由を
聞いたところ、「中国の国内需要の減少」を指
摘する企業が最も多く、41.1％を占めた。特に
一般機械（53.4％）、鉄鋼・非鉄金属・金属製
品（53.3％）、自動車・自動車部品・その他輸
送機器（53.3％）などの業種でその比率が高く
なった。その他、「中国国内での現地調達に切
り替え」（22.8％）、「ライバル企業との競合に
より中国市場でのシェア縮小」（14.0％）といっ
た回答が続いた。
　一方、「中国向け輸出は減少していない」と
いう回答も27.2％に上った。医療品・化粧品
（54.1％）、飲食料品（38.6％）など消費財分野
で特に回答率が高かった。

2．海外進出拡大意欲は高水準ながらも一服感
　一方、今後（３年程度）の海外進出方針につ
いて尋ねたところ、「さらに拡大を図る」（現
在海外に拠点がある）、「今後新たに進出した
い」（現在海外に拠点はない）と回答した企業
の合計は53.3％と半数を超えたものの、前年
（56.7％）からは低下した。大企業では、
63.8％が「海外進出の拡大を図る」と回答した
ものの、2011年度以降、拡大意欲は鈍化傾向に
ある。中小企業でも、「海外進出の拡大を図
る」と回答した企業の割合は前年の54.3％から
50.5％に低下した。
　現在、海外に拠点があり、今後さらに拡大を
図ると回答した企業に対して、その理由を聞い
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たところ、3年連続で8割超の企業が「海外での
需要の増加」（81.6％）を指摘。以下、「国内
での需要の減少」（48.5％）、「取引先企業の海
外進出」（36.0％）などが続いた。

＜米国、ベトナム、西欧、インドなどで
事業拡大意欲が増加＞

　今後（３年程度）、海外事業を拡大する方針
を有する企業に、どの国・地域で拡大を図るの
か尋ねたところ、中国（前年56.5％→今回
53.7％）が第1位、タイ（44.0％→41.7％）が第
2位となったが、その回答割合は前年からそれ
ぞれ低下した（複数回答）。一方、米国
（31.3％→33.7％、３位）、ベトナム（28.7％
→32.4％、４位）、西欧（18.1％→20.6％、７
位）、インド（16.1％→20.1％、８位）などでは
事業拡大方針を有する企業の比率が上昇した。
　アジア地域に目を転じると、事業拡大を図る
国・地域としては、ASEAN６カ国（インドネ
シア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、
タイ、ベトナム）の合計（73.2％）が中国
（53.7％）を４年連続で上回った。ASEAN６
カ国の中では、タイに加えて、インドネシア
（前年34.4％→31.8％、５位）、シンガポール
（19.3％→16.1％、10位）で事業拡大を図る企
業の割合が低下したが、ベトナムのほかマレー
シア（14.8％ →15.5％、11位）、フィリピン
（10.8％→11.3％、14位）では同企業の割合は
増加した。ASEAN新興国であるミャンマー
（10.1％→11.5％、13位）、カンボジア（5.3％
→6.0％、17位）も事業拡大を図ると回答した
企業の割合は増加した。

3．海外ビジネスの最大の課題は「人材」
　海外ビジネスの課題を尋ねたところ、「海外
ビジネスを担う人材」（52.8％）と回答した企
業の割合が最も多く、「海外の制度情報」

（51.1％）、「現地でのビジネスパートナー」
（48.5％）が続いた（複数回答）。過去（2013
年度）の調査と比較すると、人材や海外の制度
情報を課題に挙げる割合が大きく上昇した。中
小企業では「現地でのビジネスパートナー」を
課題に挙げる割合が49.3％と最も高かった。自
動車・自動車部品・その他輸送機器では「海外
ビジネスを担う人材」（71.6％）を課題に挙げ
る割合が7割を越えており、他の業種に比べて
特に高い。また小売では、「海外の制度情報」
（52.5％）、飲食料品では「現地でのビジネス
パートナー」（59.3％）が最も多かった。

⑴４割を超える企業が外国人社員を雇用
　「海外ビジネスを担う人材」を課題に挙げる
企業が多かったが、以下では外国人材の状況を
見てみる。回答企業の外国人社員の雇用状況に
ついて聞いたところ、「外国人社員を雇用して
いる」と回答した企業は44.4％であった。大企
業では72.7％に及ぶ一方、中小企業は36.7％に
留まった。一方、「今後外国人の採用を検討し
たい」と回答した企業は20.0％（大企業10.3％、
中小企業22.6％）、「今後も採用する方針はな
い」と回答した企業は29.6％（大企業13.0％、
中小企業34.1％）であった。
　「外国人社員を雇用している」企業を業種別
で見ると、特に自動車・自動車部品・その他輸
送機器（74.5％）、精密機器（64.2％）など製造
業で比率が高かった。雇用している外国人の役
職を見ると、「一般事務職（国際業務など）」
と回答した企業が60.8％と最も多く、次いで一
般工職（34.1％）、エンジニア（26.6％）が続い
た（複数回答）。一方、「取締役」や「部課長
級」に外国人がいると回答した企業もそれぞれ
9.2％、18.8％に上った。
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⑵外国人材の定着を図るための取り組み
　外国人材を定着させるための取り組みについ
て尋ねたところ、「特別な取り組みは実施して
いない」と回答した企業が最も多く、38.3％に
上った。一方、「キャリアプランや育成方針の
提示」（20.1％）、「相談体制整備（上司との面
談やメンター制度など）」（19.2％）を挙げた企
業が相対的に多く、特に大企業は中小企業に比
べてこれらの取り組みを回答した割合が多かっ
た（複数回答）。

⑶採用対象は国内在住の留学生・外国人
　外国人社員を雇用している、あるいは採用を
検討している企業に対して採用対象を聞いたと
ころ、「国内居住の外国人留学生」が47.9％と
最も多く、中でも大企業は58.7％に上った（複
数回答）。これに対して、「国内居住の外国人
（留学生を除く）」は46.1％、「海外在住の外国
人」は30.5％であった。
　こうした外国人社員をどのような手法で採用
するのか尋ねたところ、日本国内に居住する外
国人留学生、外国人（留学生以外）とも「日本
本社の募集案内」が最も多く（それぞれ57.7％、
52.0％）、とりわけ大企業では76.5％、66.1％と
突出して高い結果となった（複数回答）。また、
外国人留学生については「大学・各種学校の
キャリアセンター・教授の紹介」が44.7％で
あったのに対し、留学生を除く外国人について
は「民間の人材斡旋企業を利用」が37.1％と
なった。相対的に低い回答ではあったが、中小
企業では「本社社員の個人的な人脈」、「自治
体」や「公的機関の支援を利用」を挙げた企業
の割合がより高かった。
　今後、どの国・地域に詳しい人材を雇用・採
用検討しているかについて聞いたところ、「中
国」と回答した企業が48.1％と最も多かった
（大企業では63.4％）。中国以外では、「ベトナ

ム」（23.7％）、「タイ」（21.8％）に詳しい人
材を求める割合が高かった（複数回答）。

⑷外国人材活用メリットに
　販路拡大を挙げる企業が拡大

　外国人社員を雇用・採用検討する企業が考え
る外国人採用・雇用のメリット（複数回答）と
して、「販路の拡大」を挙げた企業は46.0％に
上り、前年の40.9％から増加した。企業規模別
でみると、大企業では「対外交渉力の向上」
（44.5％）、「経営現地化の布石」（39.2％）が
相対的に高かったのに対して、中小企業では
「販路の拡大」（47.6％）、「語学力の向上」
（33.7％）の回答割合が高かった。

⑸組織ビジョンの共有や日本人社員との
　コミュニケーションなどが課題に

　外国人社員の採用・雇用における課題（複数
回答）としては、「組織のビジョンの共有が難
しい」（20.1％）、「日本人社員とのコミュニケー
ションに支障が多い」（19.0％）などを挙げる
企業が多かった。企業規模別では、大企業は
「将来帰国・転職を希望する者が多く、離職率
が高い」（21.2％）が中小企業の回答と比較し
て高く、反対に中小企業は「外国人社員の募集
方法がわからない」（10.9％）が大企業と比べ
て高かった。
　本レポートの詳細はジェトロのホームページ
でご覧いただけます。
https://www.jetro.go.jp/world/reports/2016/0
1/02a8f069fc27694f.html
（注１）ジェトロ・メンバーズ企業（3,587

社）およびジェトロのサービスを利
用した企業（6,306社）を対象に実施。

（ジェトロ山口／岩上勝一）
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　2016年２月26日、経済産業省において中堅・
中小企業等の海外展開を支援する新たな枠組み
が発足しました。「新輸出大国コンソーシア
ム」と名づけられたこの枠組みは、環太平洋
パートナーシップ協定（TPP協定）（注１）の合
意を契機として海外展開（輸出や投資等）に取
り組む中堅・中小企業等に対して、自治体、公
的機関、商工会議所、地域金融機関など官民の
支援機関が連携をすることで、それぞれの機
関・団体が持つ海外展開支援施策を効率的かつ
一体的に運用していく枠組みです。（図表１）

新輸出大国コンソーシアム　始動！
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図表１：　回答企業（3,005社）のプロフィール

図表１　「新輸出大国コンソーシアム」の支援スキーム

　ジェトロは、この新輸出大国コンソーシアム
の「事務局」として、制度運営面での取りまと
めや、支援を希望する中堅・中小企業等とコン
ソーシアムに参加する支援機関の仲介機能を担
うほか、この枠組みの下に新たに配置した外部
専門家等を活用して、企業の海外展開戦略策定
から現地販路拡大等までの一貫した支援を提供
していきます。

◆ジェトロ山口に「コンシェルジュ」を設置
　では、海外展開をお考えの事業者の皆様は、
新輸出大国コンソーシアムをどのように活用す
ればよいのでしょうか？ジェトロの貿易情報セ
ンター（国内事務所）やコンソーシアムに参加
している地域の支援機関では事業者の皆様から
海外展開についてのご相談を受け付けています。
現在、山口県内では20機関が支援機関として参
加しています（2016年６月９日現在、図表２）。
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図表３　専門家による個別支援スキーム

（１）パートナーによる一貫支援（無料）
　「パートナー」は、企業訪問を通じた、継続
的に海外展開計画・戦略の策定支援から海外販
路開拓（海外見本市等への随行、商談立会い、
契約締結等を含む）、立ち上げ、操業支援まで
一貫したサポート（ハンズオン支援）を行う専
門家です。
　パートナーの支援を希望する場合、ジェトロ
にご応募いただいた上で、審査を経て採択され
る必要があります。第１回公募は４月に実施・
終了しましたが、６月１日より第２回公募を開
始しています。今回の公募は受付締切期限を設
けず、随時お受けしています。

（２）エキスパートによる個別分野での支援
　　　（無料）
　事業者の課題やケースに応じた支援をご希望
する場合、産業分野や特定分野などに精通した
専門家（エキスパート）が随時個別支援を行い
ます。産業分野では、機械・環境、生活関連
（日用品、ファッション等）、サービス（外
食・小売・流通・理美容等）、ヘルスケア（医
療・バイオ医薬品・健康長寿関連等）、クール
ジャパン＆コンテンツ（映像・音楽・ゲーム
等）、農林水産物・食品等の専門家が配置され
ています。また、特定テーマでは、基準認証、

　コンソーシアムの事務局であるジェトロには、
本部（東京）と全国43カ所の貿易情報センター
に、「コンシェルジュ」と呼ばれるスタッフが
新たに配置されます。ジェトロ山口には2016年
３月31日にコンシェルジュが配置されました。
　宿泊客から寄せられるいろいろな相談や要望
に対して最も望ましい案内や手配などを行うホ
テルの「コンシェルジュ」の役割に倣い、事業
者からのご質問やご相談を通じて海外展開への
ニーズや関心等をお伺いした上で、ジェトロお
よび各支援機関が提供する海外展開サービスか
ら、コンシェルジュがお客様に最適なメニュー
のご案内やお取次ぎを行います（注２）。 
　コンソーシアム参加支援機関にて受け付けた
ご相談の案件もコンシェルジュが各支援機関と
連携して、情報提供や支援メニューのご案内の
サポートを行います。まずはジェトロまたは地
域のコンソーシアム参加支援機関にご相談下さ
い。

◆海外ビジネスに精通した専門家が個別に支援
　新輸出大国コンソーシアムでは、海外ビジネ
スに精通した人材を専門家としてジェトロに配
置し、その専門性を活かして個別支援を行いま
す。 専門家はその機能に応じて、「パート
ナー」と「エキスパート」の2種類に分かれて
います。（図表３）

図表２　コンソーシアム参加支援機関（山口県）
　　　　　　　　　　※2016年６月９日現在
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図表４　専門家による個別支援スキームの受付分野

外国人材活用、英文貿易実務指導、海外展開策
定支援（SWOT分析等）、eコマースなどの経
験が豊富な専門家も配置されています。産業分
野やテーマによって支援対象案件の一部が異な
ります。（図表４） 
　専門家（パートナー及びエキスパート）コン
ソーシアムをご利用いただく方は世界各国・地
域の大使館、ジェトロ等で通用する「会員証」
を発行致しますので、利用条件などご不明な点
はジェトロ山口（Tel：083-231-5022）までお
問い合わせ下さい。また、新輸出大国コンソー
シアムの詳細および最新情報（専門家による個
別支援の公募情報等）はジェトロのホームペー
ジでご覧ください。
https://www.jetro.go.jp/jetro/activities/
support/consortium.html
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（注１）TPP協定：2016年2月、日本を含む世
界の12カ国が署名した経済連携協定で、
オーストラリア、ブルネイ、カナダ、
チリ、日本、マレーシア、メキシコ、
ニュージーランド、ペルー、シンガ
ポール、米国、ベトナムの12カ国が署
名。

（注２）各支援機関の支援メニューには、案件
審査・選考を行うものや、有料で提供
されるサービスもあります。また、コ
ンシェルジュのサポートは、適切な支
援メニューへのご案内やお取次ぎ、支
援メニューへの申請の際のお手伝いを
行いますが、支援サービスの提供を確
約するものではありませんので、予め
ご了承ください。

（ジェトロ山口／岩上勝一）


